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第４８回（2006年度）原子力産業実態調査の概要 
 

（社）日本原子力産業協会（会長：今井敬）は、このたび第48回（2006年度）原子力産業

実態調査の概要を取りまとめました。 

調査対象年度である2006年度は、経済産業省・資源エネルギー庁がブレのない原子力政策

として「原子力立国計画」を8月に取りまとめています。同年度においては、電気事業による

原子力関係支出がほぼ例年並みの1兆7,000億円レベルを維持する一方、鉱工業による原子力

関係売上高は約18％増の約1兆6,000億円となり、前回調査から２年連続の増加となりました。

今回は燃料サイクルや建設・土木、保守メンテナンス関連で売上の伸びが顕著でした。また、

売上高のうち輸出高は約42％増の540億円となり、過去最高だった1999年度（645億円）に次

ぐ高実績となっています。 

今後の売上見込みに関しても、米国やアジアなどの海外市場における新規プラント建設や

既存炉の取替え用機器の受注等を念頭に、２年後の2008年度に2006年度の約17％増に、５年

後の2011年度には約23％増に拡大するとの明るい見通しが出されています。 

2006年度末の受注残高についても、2004年度末、2005年度末における減少から一転して約

11％増の約1兆8,900億円となりました。過去10年間は全体的に減少傾向にあったことから、

今後下げ止まって上昇に転ずるか否かは不透明ですが、2006年度以降で本格的に進むであろ

う主要メーカーの海外展開の度合いによっては新たな局面が期待されます。 

また、電気事業および鉱工業における原子力関係従事者数も2002年度以降初めて増加

（2.3％増）し、約4万6千人となったことが明らかになりました。毎年一定レベルで計画的に

増員している電気事業は1万800人となり、例年低下傾向にあった鉱工業でも2002年度以降、

初めて従事者数が増加し3万5000人となっているのが特徴です。 

さらに、鉱工業全体の研究支出高は約６％増の320億円となっており、うち原子炉機材部門

で16％増の124億円、燃料サイクル部門では約67％増加し65億円という結果になっています。 

一方、設備投資の相当部分を占めていた六ヶ所再処理工場では2006年度初頭からアクティ

ブ試験が開始されるなど、建設工事の完了に伴い鉱工業の生産設備投資は４割減の670億円と

なりました。 



 

原子力産業実態調査は、わが国における原子力産業の経済面の実態を把握し、その分析

を通じて産業としての健全な発展に資するとともに、あわせて各分野における関係者の参

考となるような基礎資料を提供することを目的として、昭和34(1959)年から毎年、当該年

度の実績についての調査を定期的に実施しているものです。 

 

 

有効回答企業数 

３１３社（電力１１社、鉱工業２７８社、商社２４社、）（有効回答率：５３．５％）の回答

結果をもとに、集計･分析。 

 

調査項目：2006年度実績 

 

● 電気事業･･･「原子力関係支出高（支払いベース）」、「原子力関係従事者数」 
● 鉱工業･････「原子力関係売上高（出荷ベース）」、「売上見込高（アンケート調査による）」 
       「年度末受注残高」、「原子力関係支出高（生産設備投資高、研究支出高等）」、 

「原子力関係従事者数」 

● 商社･･････ 「原子力関係国内取り扱い高」ほか 

 

調査結果 

 

電気事業の原子力関係支出高、0.1％減の1兆6,800億円に 

  ・全体傾向は、ほぼ横ばい。ここ数年は１兆7,000億円前後で推移。 

 〔内 訳〕「運転維持費」10.5％増（約9,900億円） 
      「核燃料費」約15％減（約4,000億円）             
      「建設費」約９％減（約2,300億円） 
      「試験研究開発費」横ばい（約240億円） 
      
   「運転維持費」のうち、「修繕費」（保守メンテナンス費含む）は約３％増（約3,800億円） 

              「その他経費」（廃棄物処分費等含む）は約27％増（約4,000億円） 
・ 修繕費が過去10年以上、ほぼ同じレベルで推移しているのに対し、その他経

費は2003年度～05年度まで3,000億円台だったのが4,000億円台に戻り、全体

に占める割合も43％に増加。 
 

 
   「建設費」のうち「機械装置費」（圧力容器、炉心構造物等）は約27％減（約1,000億円） 

・ 前回、前々回調査で一時的に増加に転じていたが、全体として低下傾向。 
 

電気事業の従業員数、約２％増の1万800人に 

   ・2000年度以降、年率１～２％で一貫して上昇。 
 



 〔内 訳〕「運転・保守部門」1.7％増、約5,900人 →緩やかな右肩上がりを維持。 
      「調査・計画・管理部門」約７％増、約1,300人→二年連続で6％台の増加。 
      「設計・建設工事部門」約2％増、約600人 →約1,000人だった1999年度から年率

約５～10％で減少していた。 

 

鉱工業の売上高、18.2％増の約1兆6,000億円 

   ・過去４年間は1兆3,000億～1兆4,000億円で推移していたが、２年連続の増加で  

1999～2000年度のレベルに戻る。 

 

〔部門別・内訳〕 

     全体の３割を占める「燃料サイクル」部門（サイクル機器製造、廃棄物処理処分、 

再処理）が約70％増、過去10年間で最高の約5,000億円に。 

      ・核燃料集合体、再処理関係で売上伸びる。 

     

同じく全体の3割を占める「その他製造」部門（保守メンテ、試験機器製造等）が約

11％増、約5,000億円。 

・保守メンテのほか、政府向け試験機器関連の売上増により２年連続の増加。 
     

    「原子炉機材｣部門は約５％減の3,250億円。前回に引き続いて3000億円台に。 
      ・2003年度以降、連続の減少だが原子炉機器製造の売上は前回並み。 

       機器据付けに関する売上が伸び悩む。 
 

売上見込み高は一年後（2007年度）は2006年度の約98％に減少すると予想されるが、 
        二年後（2008年度）は約117％に増加、 
        五年後（2011年度）は約123％に増加すると見込まれている。 

 

〔納入先別・内訳〕 

「電気事業向け」が例年通り納入先の7割を占める。25％増の1兆1,980億円。 

       ・過去２年間は9,000億円台に減少していたのが、再び1兆円を超える。 

     「輸出」は約42％増の540億円 

      ・2004年度から3年連続で増加、99年度の645億円に次ぐ高実績。 
 
鉱工業の受注残高（2007年3月31日時点）は約11％増の1兆9,000億円。 
  ・過去10数年は減少傾向。下げ止まって本格的な増加に転じるか否かは不透明。 

 

    「原子炉機材｣部門、約12％増、約7,600億円 
    「燃料サイクル」部門、約７％増、約5,500億円（過去３～４年、横ばい） 
    「その他製造」部門、約17％増、約2,000億円 
 
鉱工業の研究支出高は約６％増、約320億円に 
   ・過去８年間は300億円台で推移。 

全体の約４割を占める「原子炉機材部門」は16％増の124億円。   

「核燃料サイクル部門」は約67％増の65億円。 
 
鉱工業の生産設備投資高、40％減の670億円に 



   ・2000年度以降、連続して減少。前回調査で一時的に約７％増加していた。 

     全体の６割を占める「核燃料サイクル部門」で約55％減、約400億円になった 

のが影響。 
 
鉱工業の原子力関係従事者数、2.3％増の3万5千人 

   ・2002年度以降、初めて増加。 

     うち、技術者数（原子力関係の事務系従業員を除く）も1.5％増の２万5,500人。 
３年連続の低下傾向に歯止め。今後の見込みでも２～３％増を予想。 

〔内 訳〕 

全体の3割を占める「サービス部門」（保守メンテなど）で約３％増の8,900人。 
過去４～６年間は概ね８千人台で推移。 
今後も対2006年度比２～３％で増加を見込む。 

    「設計部門」は約１％増、約4400人。 

2002年度以降、初めての増加。将来見込みでも２～５％で増加する見通し。 
    「核燃料製造部門」は前年度から横ばいの約300人。 

これまで常に300～500人レベルで推移するも、５年後の予測で対06年度比約200％

増、670人を見込む。 
 

 

 

社団法人 日本原子力産業協会について 
 （社）日本原子力産業協会（略称：原産協会、会長：今井 敬・日本経済団体連合会名誉会長）

は、平成18年4月1日、日本原子力産業会議を改組改革し発足した。旧原産は昭和31年3月に設

立され日本の原子力開発の発展の歴史と共に歩んできたが、関係機関との一層の協力のもと「日

本の原子力産業の基盤強化と再活性化」に向けた取り組みを強化することを目指したものであ

る。 
 原産協会は、その行動様式を「自ら戦略的に行動する団体」として、「政策提言」「規制対応｣

〔情報発信〕を事業の三本柱にすえ、国に対する政策提言や社会との対話による理解促進等に

活動の重点を行うこととしている。 

 

 

本件お問い合わせ先 
（社）日本原子力産業協会 政策本部 （石井、三浦） 

〒105-8605 東京都港区新橋2-1-3 新橋富士ビル５階 

Tel. ０３－６８１２－７１２２（DI）、Fax. ０３－６８１２－７１１０ 

E-mail ： ishii@jaif.or.jp 

※「第48回（2006年度）原子力産業実態調査報告」は3月下旬に刊行の予定です。 


